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令和６年度 第１回 糸魚川市介護保険運営協議会次第 

(糸魚川市地域包括支援センター運営協議会･糸魚川市地域密着型サービス運営委員会) 

 

○日 時  令和６年７月 18日(木) 午後１時 30分から 

○場 所  糸魚川市役所２階  203.204会議室 

1 開 会 

                                            

 

2 市民部長あいさつ 

                                             

 

3 全体に係る事項 

  ①運営協議会・運営委員会の委員について（資料 No.1） 

                                            

  ②担当職員について（資料 No.2） 

                                            

  ③第９期介護保険事業計画等について（資料 No.3、No.4） 

                                            

④協議会・運営委員会設置要綱（資料 No.5） 

                                          

⑤会長・副会長の選出 

                                           

 

4 報告・協議事項 

(1) 糸魚川市介護保険運営協議会 

  ①介護保険事業の運営状況について（資料 No.6-1～No.6-3） 

                                            

  ②介護事業所の指定について（資料 No.7） 
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(2) 糸魚川市地域包括支援センター運営協議会 

  ①令和５年度地域包括支援センターの事業報告について（資料 No.8） 

                                            

  ②令和６年度地域包括支援センターの事業計画について（資料 No.9） 

                                            

  ③指定介護予防支援業務の委託について（資料 No.10） 

                                            

  ④地域包括支援センター担当区域の一部見直しについて（資料 No.11） 

                                            

⑤【報告事項】地域包括支援センターの職員等に関する基準を定める条例の一部

改正について（資料 No.12） 

                                            

 (3) 糸魚川市地域密着型サービス運営委員会 

  ①地域密着型サービス事業所の開設状況について（資料 No.13） 

                                            

  

(4) 意見交換 

                                             

5 その他（次回日程等） （資料 No.14） 

                                            

 

6 閉 会 

                                             



No 所　　属　　等 役　職　等

 1  一般社団法人　糸魚川市医師会  副会長

 2  能生地域区長連絡協議会  会　長

 3
 社会福祉法人
 糸魚川市社会福祉協議会

 会　長

 4  新潟県柔道整復師会上越ブロック  糸魚川市幹事

 5
 公益社団法人 認知症の人と家族の会
 新潟県支部

 代　表

 6  糸魚川ケアマネジャー協議会  会　員
（介護センターにじ）

 7  糸魚川地域連合区長会  会　長

 8
 一般社団法人　上越歯科医師会
 糸魚川支部

 歯科医師

 9  糸魚川市民生委員児童委員連絡協議会  理　事

 10  公益社団法人　新潟県介護福祉士会  運営委員

 11  糸魚川地域退職者連合  会　長

 12  青海老人クラブ連合会  会　長

 13  特別養護老人ホーム　おおさわの里  統括副施設長

 14  公募委員

※委員氏名50音順（所属団体推薦・公募順）　敬称略 (任期:令和9年3月31日まで)

吉 川 大

小 林 洋 介

金 子 裕 美 子

（糸魚川市地域包括支援センター運営協議会･糸魚川市地域密着型サービス運営委員会）

氏　　名

安 藤 隆 夫

池 田 正 夫

金 子 正 樹

八 木 章

竹 内 博 文

齋 藤 伸 一

糸魚川市介護保険運営協議会委員名簿

金 子 栄 一

中 倉 幸 博

広 幡 隆 子

古 川 昇

山 岸 欽 也

資料No.1



【福祉サービス係】

氏　　名 内 線

仲谷　貴子 2172

二宮　　至 2171

松澤　隆司 2173

八木　智行 2172

横澤　幸子 2171

望月　優吾 2173

髙橋　朋弥 2174

【介護保険係】

氏　　名 内 線

渡　辺　　茂 2170

川原　卓巳 2167

能登　美菜 2168

倉又　直紀 2168

齊藤　真奈 2167

矢羽田 みらん 2169

【地域包括ケア係】

氏　　名 内 線

飯田　亜紀 2163

水嶋　絵巨 2164

加藤　雅志 2166

佐藤　恵 2165

渡辺　則子 2165

渡辺　実佑 2164

職　　名 主な担当事務（高齢福祉関係事務を抜粋）

係　　長 総合相談、フレイル予防事業企画調整、地域ケア推進会議

主任保健師

社会福祉士 総合事業

※　会計年度任用職員：事務補助員３名、地域支え合い推進員１名、介護支援専門員１名

主　　査
フレイル予防教室、基幹型地域包括支援センター業務、在宅医療介護連
携、ひとり歩き高齢者サポート事業、地域ケア会議（自立型）

主　　査
介護保険事業計画等の進捗管理、権利擁護、地域支援事業交付金、基幹
型地域包括支援センター業務、生活支援体制整備事業、成年後見制度

主　　事 認定調査、主治医意見書、介護保険事業状況報告

主　　査
介護認定審査会、特養入所、高額介護（医療合算）サービス費、資格管
理、福祉用具販売の償還給付

※　会計年度任用職員：事務補助員２名、介護認定調査員８名

介護相談、介護予防事業（パワリハ、ころばん塾等）、歯科保健

主任主事 （障害福祉担当）

主　　査
訪問系・地域密着型サービスの指定等、特定入所者介護サービス費、特
定施設入居者生活介護等

主　　事
介護保険料、住宅改修（介護給付・県単等）、介護保険の電算システ
ム、第三者求償

主　　査
居宅介護支援事業所・通所系サービス・福祉用具貸与販売、給付適正
化、事業所の事故報告、介護人材確保育成

係　　長
介護保険総括、介護保険事業計画、介護保険運営協議会、特別会計の予
算・決算、新型コロナ感染症・物価高騰対策

主　　事 おむつ券

主　　事 通院等支援、緊急通報装置、高齢者福祉のしおり

職　　名 主な担当事務

主　　査 （障害福祉担当）

職　　名 主な担当事務（高齢福祉関係事務を抜粋）

係　　長
高齢者福祉総括、老人保護措置、福祉サービス事業の指定・更新、財産
の使用貸借

主　　査
安否確認、寝具洗濯、緊急ショート、配食サービス、訪問理美容、ケア
ハウス、高齢者いこいの家、老人クラブ

令和６年度 糸魚川市高齢福祉･介護保険担当者名簿

主　　査
介護手当、高齢者おでかけ支援、有償運送、平岩いこいの家、シルバー
人材センター、敬老会、敬老祝品

主　　査 屋根雪等除雪、高齢者共同住宅

資料No.2

市 民 部

部長 渡辺 忍
福祉事務所長

山岸 千奈美

市民課

環境生活課

健康増進課

福祉サービス係

介護保険係

地域包括ケア係

援 護 係
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R6.4.1現在

【地域包括支援センターよしだ／ケアポートよしだ内 550-1788】

氏　　名

日 沼　泰 子

小 竹 喜美子

渡 邉 多希子

【糸魚川総合病院地域包括支援センター／糸魚川総合病院内 553-1221】

氏　　名

清 岡　聡 美

田 中  真 史

【地域包括支援センターみやまの里／特養・みやまの里内 550-6525】

氏　　名

鷲 澤 かおり

神 喰　裕 昭

【能生地域包括支援センター／デイサービスセンターささら苑内 561-4180】

氏　　名

星 野　貴 博

小　池　　実

笠 井　果 歩

【地域包括支援センターおうみ／おうみケアセンター内 562-3500】

氏　　名

木  嶋   貢

小 野  和 美

糸魚川市福祉事務所
(基幹型地域包括支援センター)

地域包括支援センターよしだ
（平成20年6月1日開設）

糸魚川総合病院地域包括支援センター
（平成22年2月1日開設）

地域包括支援センターみやまの里
（平成22年5月1日開設）

職　　名 担 当 地 区

主任介護支援専門員

能生地域（全域）社会福祉士

保 健 師

職　　名 担 当 地 区

社会福祉士
青海地域(全域)

看 護 師

浦本、下早川、上早川、大和川地区
社会福祉士

職　　名 担 当 地 区

保 健 師 大野、根知、小滝、今井、一の宮、新鉄、
上刈地区主任介護支援専門員

主任介護支援専門員

主任介護支援専門員
西海、押上、寺町、京ケ峰、清崎、蓮台寺、
中央、大町、緑町、本町、横町、寺島地区

保 健 師

社会福祉士

職　　名 担 当 地 区

能生地域包括支援センター
（平成23年5月1日開設）

地域包括支援センターおうみ
（平成27年1月1日開設）

職　　名 担 当 地 区

令和６年度 糸魚川市地域包括支援センター担当者名簿
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令和 22年度までの長期展望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

糸 魚 川 市 高 齢 者 福 祉 計 画 概
要
版 

 健康で生きがいを持てる地域社会 

 高齢者の自立と尊厳を支える地域社会 

 共に支え合う地域共生社会 

  【基本理念】 

～糸魚川市が目指す 2025年の地域社会の姿～ 

 

本計画は、本市の最上位計画である「第３次糸魚川市総合計画」

の健康・福祉分野の基本目標「誰もが生き生きと暮らせるまちづくり」を実現するための具体

的な施策を実施するものであり、「新潟県高齢者保健福祉計画」や「新潟県地域医療構想」等

の健康・福祉分野をはじめとした関連計画との整合・調和を図り策定しました。 

 

本計画は、令和６年度から令和８年度までの３年間を計画期間と

しますが、社会情勢の変化等を踏まえ、状況に応じて見直しを図ります。 

団塊の世代が 75歳に 

令和７年 

団塊ジュニアが 65歳に 

令和 22年 

第９期計画 

令和６年度 

～令和８年度 

第８期計画 

令和３年度 

～令和５年度 

第 10期計画 

令和９年度 

～令和 11 年度 

第 14期計画 

令和 21 年度 

～令和 23 年度 

第 11 期計画 

第 13 期計画 
～ 

【基本目標】 

１ 自立支援・介護予防・重度化防止の推進 

２ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

３ 共生社会の実現のための認知症施策の展開 

４ 日常生活を支援する体制の整備 

５ 尊厳を保つための権利擁護の推進 

６ 介護保険サービスの安定的な提供 

第９期糸魚川市介護保険事業計画 

資料 No.3 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

高齢化の状況・将来推計 

本市の人口は減少傾向で推移しており、令和４年に４万人を割り、令和５年

には 39,057 人となっており、令和元年からの４年間で 3,305人の減少となっています。 

 また、介護保険被保険者数は、第１号（65歳以上）、第２号（40～64歳）ともに短期及び中長期

にわたり減少傾向で推移するものと見込まれます。 

一般世帯総数は、平成 12年から減少し続けていることから、一般世

帯総数に占める高齢者のいる世帯の割合は 62.2％と、少しずつ増加しています。 

 また、高齢者のいる世帯のうち、高齢者夫婦のみの世帯と高齢者単身世帯は増加傾向にあり、平

成 12年を起点としてみると、単身世帯の伸びが夫婦のみ世帯の伸びを上回っています。 

■世帯数の推移 

第８期計画期間における第２号被保険者を含めた要介護等

認定者総数は、2,900～3,000 人台で推移しています。 

直近の性別・年齢区分別の認定率が、 

今後も継続すると仮定した第９期計画 

期間中の要介護等認定者数は、2,950～ 

2,960人前後で推移するものと見込まれ 

ます。 

また、中長期的な推計では、団塊世代 

が 85歳以上となる令和 17年度にかけて 

緩やかに増加し、その後減少に転じる見 

込みです。 

■人口の推移 

12,562 12,062 11,616 11,227 10,811

13,157 12,874 12,624 12,436 12,253

7,192 7,224 7,286 7,039 6,657

9,451 9,336 9,185 9,261 9,336

42,362 41,496 40,711 39,963 39,057

39.3% 39.9% 40.5% 40.8% 40.9%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

40歳未満 40～64歳 65～74歳 75歳以上 高齢化率

（人）

■高齢者世帯数 類型別の推移 

1,349 1,666 1,949 2,196
3,383

1,740 2,032 2,126 2,407 2,702

100.0%
123.5%

144.5%
162.8%

250.8%

100.0%
116.8% 122.2%

138.3%
155.3%

0%

50%

100%

150%

200%

250%

300%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

高齢者単身世帯 高齢者夫婦のみ世帯 単身世帯の伸び 夫婦のみ世帯の伸び

（世帯）

17,525 17,278 17,281 16,639 16,402

9,462 9,992 10,155 10,301 10,210

54.0%
57.8% 58.8%

61.9% 62.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

0

10,000

20,000

30,000

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

一般世帯総数 高齢者のいる世帯 一般世帯に占める高齢者のいる世帯の割合

（世帯）

16,512 16,347 16,048 15,892 15,735 15,513 14,636 13,794 12,988 11,940

12,624 12,436 12,253 12,000 11,747 11,530 10,663
9,314

7,930
6,851

29,136 28,783 28,301 27,892 27,482 27,043
25,299

23,108
20,918

18,791

40,711 39,963 39,057 38,323 37,593 36,896
34,105

30,764
27,535

24,489

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

令和３年度

（2021年）

令和４年度

（2022年）

令和５年度

（2023年）

令和６年度

（2024年）

令和７年度

（2025年）

令和８年度

（2026年）

令和12年度

（2030年）

令和17年度

（2035年）

令和22年度

（2040年）

令和27年度

（2045年）

第１号 第２号 総人口

(人)

■介護保険被保険者の推移・見込 

230 254 256 258 258 256 258 260 241 220 

336 375 358 360 361 361 363 365 345 313 

643 637 638 644 644 644 643 651 632 
575 

602 531 509 513 517 516 519 519 
502 

459 

452 437 421 425 428 430 436 442 
435 

400 

456 463 466 470 474 475 478 478 
482 

446 

315 297 278 278 281 279 284 281 
280 

256 

3,034 2,994 
2,926 2,948 2,963 2,961 2,981 2,996 

2,917 

2,669 

0
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（2040年）

令和27年度

（2045年）

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１

(人)

第８期 第９期 

第８期 第９期 



 

 

 
 

基本目標１ 自立支援・介護予防・重度化防止の推進 

高齢者一人一人が、それぞれの状態に応じた健康づくりや介護予防、生きがい活動に取り組み、重

度化を防止できるよう、自立支援と介護予防を効果的に行う取組について、関係機関との連携を図り、

取組を進めます。また、保健事業と介護予防を一体的に行い、事業の効果的な展開を図ります。 

施策の方向 

(1)地域包括支援センターの体制・機能強化 (2)地域ケア会議の推進 

(3)介護予防の充実 (4)リハビリテーション提供体制の充実 

 

基本目標２ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

誰もが住み慣れた地域で生活できるよう、地域包括ケアシステムの更なる深化を図り、各施策を

推進します。また、在宅医療と介護の連携強化、地域共生社会の実現を目指すために基幹型地域包括

支援センターや市内５か所の地域包括支援センター、自治会等の関係機関が連携して住民の支援ニ

ーズに対応します。 

施策の方向 

(1)生活支援・介護予防サービスの基盤整備の推進 (2)在宅医療・介護連携を図るための体制の充実 

(3)地域で安心して暮らすための支援 (4)基幹型地域包括支援センターの充実 

 

基本目標３ 共生社会の実現のための認知症施策の展開 

共生社会の実現を推進するための認知症基本法の基本理念にのっとり、認知症に関する正しい知識

の普及と、自らの意思によって認知症の人とその家族が地域で安心して生活できるよう、認知症本人

の視点も加えながら、「共生」と「予防」を軸に地域全体で支える体制づくりを進めます。 

施策の方向 

(1)認知症の人と家族が参画する普及啓発活動 (2)認知症の人の尊厳保持と共生の地域づくり 

 

基本目標４ 日常生活を支援する体制の整備 

高齢者が、安心して住み慣れた地域で生活ができるよう、介護保険以外の生活支援サービスの充実

と住まいの確保を目指します。また、地域住民同士による安否確認や見守り体制の充実を図り、住み

慣れた地域で安心して生活できるよう支援していきます。 

施策の方向 

(1)生活を支援するサービスの充実 (2)地域で安心して暮らすための支援 
（基本目標２（3）再掲） (3)介護家族への支援の充実 

 

基本目標５ 尊厳を保つための権利擁護の推進 

意思決定が困難な人の権利を擁護する制度である成年後見制度への理解や普及を図るとともに、市

民後見人等の育成を進め利用を促進します。また、高齢者虐待の防止については、関係機関等との連

携や情報共有等を図ります。 

施策の方向 

(1)成年後見制度利用支援体制の拡充 (2)高齢者虐待防止への取組 

施策の具体的な展開 



 

 

第１号

被保険者, 

23.0%

第２号

被保険者, 

27.0%糸魚川市,

12.5%

新潟県,

12.5%

国, 20.0%

財政調整

交付金, 

5.0%

 

基本目標６ 介護保険サービスの安定的な提供 

高齢者が、支援や介護が必要になっても、自立した生活を送れるように介護保険サービス基盤の維

持・確保に努めるとともに、運営指導等により介護サービスの質的向上を目指します。また、介護人

材の確保に努めるとともに、介護ロボットやＩＣＴ機器、国が行う情報連携基盤の導入促進により、

介護従事者の負担軽減を図ります。 

施策の方向 

(1)保険者機能の強化 (2)介護保険サービスの維持・充実 

(3)介護人材の確保及び介護現場における生産性向上の推進 (4)自然的・社会的急変への対応  

 

 

第８期事業計画（令和３年度～令和５年度）におけるサービス利

用実績をもとに、本計画期間（令和６年度～令和８年度）における

サービス提供に必要な金額を国から示された「地域包括ケア「見え

る化」システム・将来推計」で算定し、第１号被保険者の介護保険

料基準額を算出しました。 

これまでに積立した介護給付費準備基金から約 2.2 億円を取り

崩しすることで、本市の第 1号被保険者の保険料基準額は、下表の

とおり、第８期と同じ月額 5,400円（年額 64,800円）とします。 

なお、財源構成に関しては、第１号被保険者の負担は、介護給付

費の 23％が標準的な負担となり、第２号被保険者は 27％で、介護

保険費用の半分が被保険者の負担となります。 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 標準給付費見込額（主に要介護に要する費用） 15,156,299,318円 

Ｂ 地域支援事業費（主に要支援の訪問・通所に要する費用） 938,705,236円 

Ｃ 第１号被保険者負担分（23％）  （Ａ+Ｂ）×23％ 3,701,851,047円 

Ｄ 調整交付金相当額（対象給付費の 5％相当分） 784,823,060円 

Ｅ 調整交付金見込額 1,219,048,000円 

Ｆ 介護給付費準備基金取崩額 220,800,000円 

Ｇ 保険料収納必要額  Ｃ＋Ｄ－Ｅ－Ｆ 3,046,826,107円 

Ｈ 予定保険料収納率 99.75％ 

Ｉ 被保険者数見込 47,140円 

Ｊ 保険料基準額（年額）Ｇ÷Ｈ÷Ｉ 64,796円 

Ｋ 保険料基準額（月額）Ｊ÷12 5,400円 

※施設給付、国が 15.0％、県が 17.5％ 

第９期保険料基準額：５,４００円（月額） 

 

■第１号被保険者の保険料の見込み 

糸魚川市高齢者福祉計画・第９期糸魚川市介護保険事業計画（概要版） 

発行：糸魚川市 市民部 福祉事務所 

〒941-8501 新潟県糸魚川市一の宮 1-2-5 

電話：（025）552－1511(代)  FAX：025-552-8250(代) 



大和川436 550-157721

グループホームエフビー糸魚川

サ ー ビ ス 事 業 所 名

老人保健施設ケアポートよしだ

550-6551南押上1-3-11

552-8101大野129

553-2682横町5-9-12

553-2682横町5-9-12

電話番号

553-2682

550-2015梶屋敷915

552-8101大野129

553-0753大野1724-1

550-2015梶屋敷915

特別養護老人ホームみやまの里

ショートステイおしあげ

特別養護老人ホームクレイドルやけやま

556-6713南押上3-6-16

550-6220寺町3-6-4

550-1230横町5-9-12グループホームよしだ

⑰

552-4056

番号 住　　所

④

④ 老人保健施設ケアポートよしだ

556-6851上刈6-8-20株式会社 桜翠

ふれあい介護センター愛あい

中央2-3-35

552-4056大町1-6-10株式会社 北陸家具

⑯

グループホームてらまち

グループホームうみかわ

グループホームおしあげ

25

④

④

訪問看護

入所・居住できる主なサービス

29

⑭

番号

29

大町1-6-10株式会社 北陸家具⑭

ライフケアおれんじ⑯ 553-1122

福祉用具貸与

⑩

⑮
23

地域密着型介護老人福祉施設

じょんのび掌（たなごころ）

特別養護老人ホームみやまの里

特別養護老人ホームクレイドルやけやま

訪問看護ステーションつむぎ

サ　ー　ビ　ス　名

訪問介護おしあげ

ふれあい介護センター愛あい

23

⑨

⑲

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

サ　ー　ビ　ス　名

552-0280

短期入所生活介護（ショートステイ）
短期入所療養介護（ショートステイ）

通所リハビリテーション（デイケア）

21

訪問介護（ホームヘルプサービス）

介護サービスひろはた

糸魚川市社会福祉協議会介護センターにじ

⑳

電話番号

28

⑮

ライフケアおれんじ 中央2-3-35

横町4-2-11

訪問介護事業所みどり

556-6220

番号 サ ー ビ ス 事 業 所 名

⑯

27

横町4-8-19

住　　所

訪問看護ステーションいといがわ

あ・うんの心ホームヘルパーステーション

一の宮2-8-19

大野73

②

横町5-9-12

556-6670

555-7181水保1788-1

南押上1-5-7⑮

⑱

介護老人保健施設ケアポートよしだ

番号 サ ー ビ ス 事 業 所 名 住　　所 電話番号

電話番号住　　所

株式会社 桜翠

サ ー ビ ス 事 業 所 名

特定福祉用具販売

上刈6-8-20

ライフケアおれんじ 中央2-3-35 553-1122

556-6851

大和川436 550-1577

⑩

⑧

553-1044

552-5297

553-1122

550-1025

南押上1-3-11

竹ケ花457-1

水保1788-1

550-1915

550-0055

押上2-9-65

竹ケ花457-1 553-9305

556-6853

介護老人保健施設

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

556-6966

553-0909中央2-3-35

訪問リハビリテーション

デイサービスセンターえがお

⑯

22

寺島3-2-40

らっくねす

デイサービスひのき 押上2-4-25

550-2015

大野160

30

デイサービスセンターあじさい

デイサービスひのき文庫 一の宮3-4-30

糸魚川デイサービスセンター

550-6550

552-8101

梶屋敷915

552-6601

通所介護（デイサービス）

地域密着型通所介護
（地域密着型デイサービス）

デイサービスセンターおしあげ

⑩

555-7550

南押上1-3-11

①

ケアステーションすまいる 上刈6-8-20

555-7747

⑮

デイサービスセンタークレイドルやけやま23

⑱

糸魚川総合病院⑳

29

JR
頸
城
大
野
駅

日 本 海

糸魚川駅

根 知 川

J
R
大
糸
線

国
道
1
4
8
号

海

川

北陸家具

糸魚川警察署

糸魚川市消防本部

介護サービスひろはた

ケアハウス
糸魚川翠明苑

ケアハウス
糸魚川みなみ翠明苑

訪問介護おしあげ
ショートステイおしあげ

デイサービスセンターおしあげ
グループホームおしあげ

特別養護老人ホームクレイドルやけやま

デイサービスセンタークレイドルやけやま
居宅介護支援事業所クレイドルやけやま

大和川小学校

糸魚川白嶺
高等学校

糸魚川中学校

糸魚川高等学校

こころの総合ケアセンター

グループホームてらまち

新潟県糸魚川地域振興局

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）
常時介護が必要で、自宅での生活が困難な人が入所して、日常生

活上の支援や介護が受けられます。

介護老人保健施設
状態が安定している人が在宅復帰できるよう、リハビリテーショ

ンを中心としたケアを行います。

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）
認知症の高齢者がスタッフの介護を受けながら、共同生活する住

宅です。
日本海ひすいライン

北陸自動車道

早

川

グループホームエフビー糸魚川

糸魚川インターチェンジ

国道8号

特別養護老人ホームみやまの里
居宅介護支援事業所みやまの里
地域包括支援センターみやまの里
糸魚川デイサービスセンター

あ･うんの心ホームヘルパーステーション

居宅介護支援事業所みどり
訪問介護事業所みどり

糸魚川市社会福祉協議会
介護センターにじ

デイサービスひのき文庫

デイサービスセンターあじさい
グループホームうみかわ

１

２

４

17

８

14

15
21

30

23

10

９

18

25

20
24

26

27

16
ライフケアおれんじ

らっくねす

地域密着型介護老人福祉施設じょんのび掌

～～ ～～

介護老人保健施設ケアポートよしだ
グループホームよしだ
よしだ居宅介護支援事業所
地域包括支援センターよしだ

糸魚川地域 介護保険事業者マップ

29

ふくしの森 ふたば

ふれあい介護センター愛あい

22

デイサービスひのき

19

居宅介護支援事業所じょんのび

デイサービスセンターえがお

訪問看護ステーションつむぎ

糸魚川小学校

訪問看護ステーションいといがわ
糸魚川総合病院（訪問リハビリ）
糸魚川総合病院居宅介護支援事業所

糸魚川総合病院地域包括支援センター

28
えちご押上

ひすい海岸駅

糸魚川市役所
糸魚川市福祉事務所

13

ケアステーションすまいる

株式会社 桜翠



ｈ

  糸魚川市社会福祉協議会介護センターにじ

番号所在地域 相　談　窓　口　名 住　　　所 電話番号

㉔ ふくしの森 ふたば 田伏748-6 080-1172-7450

居宅介護支援事業所
(ケアマネジャー事業所)

④ 横町5-9-12 553-0782

竹ケ花457-1

550-1025

562-2456医療法人社団山本医院

能生4460

一の宮2-8-19

寺地232-1

555-7140

㋑

566-5767
㉗

梶屋敷915

う

桜木128

555-7061

桜木45-1

居宅介護支援事業所ひより

居宅介護支援事業所クレイドルやけやま

居宅介護支援事業所あかり

在宅介護支援センターささら苑

居宅介護支援事業所みどり

090-2643-1912か

550-0055

562-1817

561-4155

令和６年３月１日現在

　糸魚川市福祉事務所　　　　 ☎552-1511

須沢2970

（注） 糸魚川市の市外局番は、025-***-****です。

550-6526

居宅介護支援事業所じょんのび

⑳

561-7317

562-1260

ライフケアおれんじ

550-1788

550-6525

553-1221竹ケ花457-1

㉓

横町4-6-4

押上2-9-65

⑬

田海5600居宅介護支援事業所おうみ

553-0839

電話番号

え短期入所生活介護（ショートステイ）

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

糸魚川地域

㋔

㋔

あ

㉖

青海地域

能生地域

070-2825-4964

⑯

特別養護老人ホームふくがくちの里

㋙

番号

短期入所生活介護（ショートステイ）

う

い糸魚川市役所

561-7317

㋓

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

566-5750

㋗

サ　ー　ビ　ス　名 住　　所番号 サ ー ビ ス 事 業 所 名
あ

能生4460デイサービスセンターささら苑通所介護（デイサービス）

デイサービスセンターおおさわえ

デイサービスセンターはま
う

大沢313-1

電話番号

566-5333

桜木45-1 566-5755

特別養護老人ホームおおさわの里

561-4159

大沢313-1 566-5333

住　　　所

田海5600

横町5-9-12

562-2260

561-4180

562-3500

552-1511

青海4648-11

能生4460

大野129

自宅で受けられる主なサービス

562-1688

㋖ 須沢3250 562-1080
介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

㋒

㋓

介護老人保健施設

じょんのび慈（いつくしみ）

特別養護老人ホームふくがくちの里

地域密着型介護老人福祉施設

介護老人保健施設　至誠会 寺地3018

562-1260寺地3074

562-5778

グループホームじょんのび3 須沢2914

え 特別養護老人ホームおおさわの里

グループホームゆうなぎ

大沢313-1

【総合相談窓口】　※地域包括支援センター等

糸魚川総合病院地域包括支援センター

地域包括支援センターみやまの里

地域包括支援センターおうみ

能生地域包括支援センター能 生 地 域

566-5333

青 海 地 域

561-4000

地域包括支援センター ⑩

地域包括支援センターよしだ

相　談　窓　口　名番号

⑳

担当地域

④

糸魚川市福祉事務所

糸魚川市能生事務所

糸魚川市青海事務所

よしだ居宅介護支援事業所

⑩

糸魚川市社会福祉協議会介護センターにじ

556-7805

大野129

553-1122

⑲

㋐

電話番号

市 内 全 域

青 海 地 域

【居宅介護支援事業所】　※ケアマネジャー事業所

566-3111

一の宮1-2-5

能生1941-2能 生 地 域

糸魚川地域

中央2-3-35

糸魚川総合病院居宅介護支援事業所

居宅介護支援事業所みやまの里

訪問看護

サ　ー　ビ　ス　名 サ ー ビ ス 事 業 所 名

通所介護（デイサービス）

訪問介護（ホームヘルプサービス）

㋕ デイサービスセンターおうみ

訪問看護フラワー

訪問介護事業所おうみ

桜木45-1

田海5600

あ

お

㋘ 須沢2048-1ショートステイじょんのび圓（まどか）

㋕

けあビジョンホーム糸魚川 能生2571-1

田海5600

寺地3074

住　　所

高齢者共同住宅
桜木荘

日 本 海

姫

川

北陸自動車道

特別養護老人ホームふくがくちの里

糸魚川市青海事務所

田
海
川

日本海ひすいライン

能生駅

日 本 海

能
生
川

国道8号

糸魚川市能生事務所

～～

能生中学校能生インターチェンジ

北陸自動車道

ケアハウス ハイツ能生

能生国民健康保険診療所

白山神社

マリンドリーム能生

青海駅

日本海ひすいライン

要介護者の心身の状況に
応じた適切な介護支援
サービス（要介護認定申
請の代行・介護サービス
計画作成・在宅介護サー
ビス事業所との連絡調整
等）を提供します。

糸魚川市 介護保険事業者ガイド

訪問介護
ホームヘルパーが居宅を訪問し、入浴、排泄等の身体介護

や調理、洗濯等の生活援助を行います。

訪問入浴介護
介護士や看護師が家庭を訪問し、浴槽を提供しての入浴介

護を行います。

訪問看護
看護師等が家庭を訪問し、療養の世話や診療の補助を行い

ます。

訪問リハビリテーション
理学療法士や作業療法士等が家庭を訪問し、居宅での生活

行為を向上させるためにリハビリテーションを行います。

通所介護（デイサービス)
通所介護施設に通い、食事、入浴などの日常生活上の支援

や、生活行為向上のための支援を日帰りで行います。

通所リハビリテーション(デイケア)
老人保健施設等で食事、入浴などの日常生活行為向上のた

めのリハビリテーションを、日帰りで行います。

短期入所生活介護(ショートステイ)
福祉施設や医療施設に短期間入所して、日常生活上の支援

や機能訓練などが受けられます。

福祉用具貸与
日常生活の自立を助けるための福祉用具を貸与します。(要

支援１・２及び要介護１の人には給付の対象とならない用具
があります)

特定福祉用具販売
入浴や排泄に使用する福祉用具を購入した際、その購入費

の一部を支給します。

住宅改修
手すりの設置や段差解消などの住宅改修をした際、改修費

の一部を支給します。
※事前申請が必要です

～～

青海総合文化会館
きらら青海

国道8号

青海中学校

田沢小学校
山本医院

グループホームじょんのび３

ショートステイじょんのび圓

デイサービスセンターはま
グループホームゆうなぎ
居宅介護支援事業所あかり

能生小学校

デイサービスセンターささら苑
在宅介護支援センターささら苑
能生地域包括支援センター

あ

い

う

ウ

ア

エ

オ カ キ

クイ
ケ

地域密着型介護老人福祉施設じょんのび慈

デイサービスセンターおうみ
訪問介護事業所おうみ

ピアタウンおうみ

能生地域 介護保険事業者マップ

青海地域 介護保険事業者マップ

居宅介護支援事業所 おうみ

地域包括支援センターおうみ

介護老人保健施設 至誠会

訪問看護フラワー

コ

お

けあビジョンホーム糸魚川
居宅介護支援事業所ひより

か

え

特別養護老人ホームおおさわの里
デイサービスセンターおおさわ

S0959
長方形

S0959
タイプライターテキスト
資料No.4

S0959
タイプライターテキスト
令和６年３月１日現在
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○糸魚川市介護保険条例 

平成17年３月19日条例第143号 

第４章 運営協議会 

（運営協議会） 

第17条 介護保険の運営に係る重要事項及び保険給付の実態について調査審議するため、糸魚川市

介護保険運営協議会（以下「運営協議会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第18条 運営協議会は、次の事項について調査審議する。 

(１) 保険料の収納等保険事業運営に関する重要事項 

(２) 介護サービス給付に係る実態及び改善すべき事項 

(３) 地域密着型サービス及び地域密着型介護予防サービスの指定及び運営に関する事項 

(４) 地域包括支援センターの設置及び運営に関する事項 

(５) 介護保険事業計画及び高齢者福祉計画に関する事項 

(６) 前各号に掲げるもののほか、介護保険運営に関する事項 

２ 運営協議会は、調査審議した事項について、必要に応じ、市長に提言することができる。 

（調査権等） 

第19条 運営協議会は、その所掌事項を遂行するため必要があると認められるときは、事業者及び

利用者その他関係する者に対し、必要な文書その他資料の提出又は意見を求めることができる。 

（組織） 

第20条 運営協議会は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する20人以内の委員をもって組織する。 

(１) 学識経験者 

(２) 保健医療及び福祉の関係者 

(３) 被保険者 

(４) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者 

（委員の任期） 

第21条 運営協議会の委員の任期は、３年とし、再任は妨げない。ただし、委員が欠けた場合の補

欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

 

 

 

 

資料№５ 
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○糸魚川市地域包括支援センター運営協議会設置要綱 

平成18年６月30日告示第65号 

（設置目的） 

第１条 介護保険法（平成９年法律第123号）第115条の46第２項の規定により設置する糸魚川市地

域包括支援センター（以下「地域包括支援センター」という。）の円滑かつ適切な運営及び公正、

中立性の確保に関し、必要な事項を調査、協議するため、糸魚川市地域包括支援センター運営協

議会（以下「運営協議会」という。）を置く。 

（分掌事務） 

第２条 運営協議会が分掌する事務は、次のとおりとする。 

(１) 地域包括支援センターの設置等に関すること。 

(２) 地域包括支援センターの運営及び評価に関すること。 

(３) 地域包括支援センター職員の確保、調整等に関すること。 

(４) その他、地域包括支援センターの運営に関し必要な事項 

（組織） 

第３条 運営協議会は、糸魚川市介護保険運営協議会（以下「介護保険運営協議会」という。）の

委員をもって構成する。 

（役員） 

第４条 運営協議会に会長及び副会長各１人を置く。 

２ 会長及び副会長は、介護保険運営協議会の会長及び副会長をもって充てる。 

３ 会長は運営協議会を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（委員の任期） 

第５条 運営協議会の委員の任期は、介護保険運営協議会委員の任期を適用する。 

（会議） 

第６条 会長は運営協議会を招集し、その議長となる。 

２ 運営協議会の議事は、出席委員の過半数で決定し、可否同数のときは議長の決するところによ

る。 

（庶務） 

第７条 運営協議会の庶務は、福祉事務所において処理する。 

（補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、運営協議会の運営に関し必要な事項は会長が運営協議会等

に諮って定める。 
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○糸魚川市地域密着型サービス運営委員会設置要綱 

平成18年６月30日告示第64号 

（目的） 

第１条 この要綱は、地域密着型サービス及び地域密着型介護予防サービス（以下「地域密着型サ

ービス等」という。）の実施に関する事項の決定に際し、公平、公正を図るため、地域密着型サ

ービス運営委員会（以下「運営委員会」という。）の設置に関し必要な事項について定めるもの

とする。 

（所掌事項） 

第２条 運営委員会は、次の事項について審議し、市長へ提言することができる。 

(１) 地域密着型サービス等の指定に関すること。 

(２) 地域密着型サービス等の指定基準及び介護報酬の設定に関すること。 

(３) 地域密着型サービス等の質の確保及びその他市長が地域密着型サービス等の適正な運営を

確保する観点から必要であると判断した事項 

（組織） 

第３条 運営委員会は、糸魚川市介護保険運営協議会（以下「介護保険運営協議会」という。）の

委員をもって構成する。 

（役員） 

第４条 運営委員会に会長及び副会長各１人を置く。 

２ 会長及び副会長は、介護保険運営協議会の会長及び副会長をもって充てる。 

３ 会長は運営委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（委員の任期） 

第５条 運営委員会の委員の任期は、介護保険運営協議会委員の任期を適用する。 

（会議） 

第６条 会長は運営委員会を招集し、その議長となる。 

２ 運営委員会の議事は、出席委員の過半数で決定し、可否同数のときは議長の決するところによ

る。 

（庶務） 

第７条 運営委員会の庶務は、福祉事務所において処理する。 

（補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、運営委員会の運営に関し必要な事項は会長が運営委員会に

諮って定める。 

 



1 高齢者数と高齢化率の推移

・75～84歳は、R4以降増加傾向にありますが、今後はR7(2025)頃から減少していく見込みです。

・85歳以上は、R4以降減少傾向にありますが、今後はR17(2035)頃まで増加していく見込みです。

2 要介護認定者と認定率の推移

・認定者は減少傾向であり、第８期介護保険事業計画初年度のR3から156人(5.2％)減少しています。

・要支援はH29以降、増加傾向にありましたが、R6は減少に転じています。

資料№6-1

介護保険事業の運営状況 

※R6まで実績値（各年4月1日時点）、R7以降は第9期介護保険事業計画の推計値

※各年4月1日時点

（％）

（人）

（人）

1



３ 介護給付費等（年額）の推移

・介護給付費（要介護と要支援のうち訪問・通所介護を除く経費）は、認定者数の減少や事業所の休廃止

等により、令和3年度から大きく減少し、令和5年度も前年度を約5千万円下回りました。

・総合事業等（要支援のうち訪問・通所介護と総合事業）の経費は、令和4年度まで増加傾向でしたが、

要支援認定者数が減少したこと等に伴い、令和5年度は前年度を若干下回りました。

４ 特別養護老人ホーム入所申込者の推移

・申込者数は、引き続き減少傾向にあり、直近のR6.2では第8期介護保険事業計画初年度であるR3.2から

108人(約32％)減少しています。

※各年度決算額

25 21 24 20 17 14 16 16 18 13 12

50 51 48 40 43 3… 3… 2… 2… 2… 2…

129 125 128
120 126

115 113 110 94
83 85

108 115 103
107 102

72 77 80
79

68 70

55 60 56
49 50

53 49 50
45

50 41

367 372
359

336 338

286 287
282

258
234 230
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H31.2 R1.8 R2.2 R2.8 R3.2 R3.8 R4.2 R4.8 R5.2 R5.8 R6.2

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

（億円）

単位：人

（億円）

2



１．介護保険事業特別会計の歳出決算（見込）状況（歳出２款　保険給付費）

(単位：千円)

1 1,939,400 1,922,322 1,892,296 2,215,430

2 2,050,549 2,033,190 2,050,538 2,083,160

3 744,929 693,383 663,549 826,478

4 58,106 58,072 57,622 52,442

5 1,956 84 0 2,009

6 2,782 2,779 3,724 2,818

7 105,676 102,832 100,202 101,393

8 14,564 14,393 13,566 16,100

9 168,055 133,032 128,211 158,312

5,086,017 4,960,087 4,909,708 5,458,142

(50億8,601万7千円) (49億6,008万7千円) (49億970万8千円) (54億5,814万2千円)

２．第８期介護保険事業計画における保険給付費見込額（地域支援事業費を除く）

令和３年度

令和４年度

令和５年度

３．介護給付費準備基金の状況

※利息額

※第8期介護保険事業計画期間（R3～R5）は、同基金から約3億7千万円を取り崩すことで、第1号

　被保険者の保険料を低減することとしていましたが、計画期間を通じて取崩しはありません。

　第9期(R6～R8)は、同基金から約2億2千万円を取り崩すことで保険料の低減を図ることとして

　います。（第8期の基準額との比較では据置）

【予算項目の内容説明】

1 居宅介護サービス

2 施設介護サービス ：特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、介護療養型医療施設等の費用

3 地域密着型介護サービス ：小規模特別養護老人ホーム、認知症対応型共同生活介護、小規模多機能型居宅介護等の費用

4 介護予防サービス ：要支援者に対する「1」と同様のサービスの費用

5 地域密着型介護予防サービス ：要支援者に対する「3」と同様のサービスの費用

6 審査支払手数料　　 ：事業者からの請求チェックのために新潟県国民健康保険団体連合会に支払う費用

7 高額介護サービス費 ：介護サービスに係る利用者負担が上限額を超えた場合の差額支給の費用

8 高額医療合算介護サービス ：世帯単位での介護・医療サービスに係る世帯負担が上限額を超えた場合の差額支給の費用

9 特定入所者介護サービス ：低所得者に対する施設サービス等の居住費、食費負担減額の費用

【参考】
R5事業計画値

R5決算－
R4決算(②－①)

R5決算額：②

令和５年度中積立額 34万2千円　　　②

(5,037万9千円)

54億5,814万2千円

54億  690万6千円

54億  783万7千円

8億7,404万4千円　　　①

R4決算額：①

合　　　　　計

R3決算額

0千円　　　③

8億7,438万6千円　①＋②

居宅介護サービス等給
付費

施設介護サービス等給
付費

地域密着型介護サービ
ス給付費

介護予防サービス等給
付費

地域密着型介護予防
サービス給付費

審査支払手数料

高額介護サービス費

高額医療合算介護サー
ビス費

特定入所者介護サービ
ス等費

：訪問介護、通所介護、短期入所生活介護、福祉用具、住宅改修、居宅介護支援等の費用

予　算　項　目

▲ 30,026

17,348

▲ 29,834

▲ 450

▲ 50,379

▲ 2,630

▲ 827

▲ 4,821

▲ 84

945

令和５年度当初残高

令和５年度取崩額

令和５年度末残高見込額

資料No.6-2
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【参考】第９期介護保険事業計画における県内の第１号被保険者介護保険料

■糸魚川市における第１号被保険者介護保険料の推移

単位：円

2



【介護予防・日常生活支援総合事業とは】

１．総合事業対象者（基本チェックリストによる対象者）の推移（各年４月1日現在）

２．介護保険事業特別会計の歳出決算(見込)状況（歳出３款/地域支援事業費、４款/保健福祉事業費）

【参考】予算項目の内容説明

1 介護予防・生活支援サービス事業

2 一般介護予防事業

3 包括的支援事業・任意事業

4 その他諸費（審査支払手数料）

5 保健福祉事業 ：介護予防、自立支援に特化した市町村独自事業

　要支援認定を受けた方のうち「訪問介護」と「通所介護」にかかる介護サービスの提供、及び要介
護・要支援認定に至らないが日常生活動作などの基本チェックリストにより支援が必要な方に対して、
各種の日常生活支援サービスの提供や集いの場の運営などを行う。

：介護予防・生活支援サービス事業者からの請求チェックのために

  新潟県国民健康保険団体連合会に支払う費用

介護予防・日常生活支援総合事業の実施状況

：要支援、総合事業対象者の方が利用する通所サービス

：６５歳以上高齢者の介護予防を目的とした事業

：地域包括支援センターの運営やおむつ券助成事業などを実施

資料No.6-3

（単位：千円）

1 149,253 160,244 157,095 146,784 ▲ 3,149

2 315 242 922 521 680

3 114,587 129,066 131,216 130,571 2,150

4 250 430 572 445 142

5 5,842 7,141 5,677 － ▲ 1,464

270,247 297,123 295,482 278,321 ▲ 1,641

(2億7,024万7千円) (2億9,712万3千円) (2億9,548万2千円) (2億7,832万1千円) (164万1千円)

※令和４年度から職員人件費の一部を「3 包括的支援事業」に移行

合　　　　　計

その他諸費（審査支払手数
料）

保健福祉事業

介護予防・生活支援サービ
ス事業

一般介護予防事業

包括的支援事業・任意事業

R5決算見込
－R4決算

（②－①）
予　算　項　目 R3決算額

R4決算額：
①

R5決算額：
②

【参考】
R5事業計画値

H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6

事業対象者数 231人 290人 282人 299人 317人 306人 319人

231人

290人 282人 299人 317人 306人 319人

150人

200人

250人

300人

H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6

1 
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介護事業所の指定について 

 

法人名 社会福祉法人ひすい福祉会 

サービスの種類・ 

事業所名等 

サービスの種類 介護予防支援 

事業所名 居宅介護支援事業所おうみ 

所在地 糸魚川市大字田海 5600 

指定年月日 令和６年４月１日 

サービスの種類 介護予防支援 

事業所名 居宅介護支援事業所クレイドルやけやま 

所在地 糸魚川市大字梶屋敷 915 

開設年月日 令和６年４月１日 
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 令和５年度地域包括支援センター事業報告と評価について 

 

 

１ 地域包括支援センターの活動方針について 

 地域包括ケア係は、基幹型地域包括支援センターとして各地域包括支援センターと連携

し、糸魚川市高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画に基づいた方針により、各種取組を

行った。 

 

方針１ 自立支援・重度化防止に向けた取組と介護予防の推進 

 ①効果的な介護予防の推進 

 ・地域リハビリテーション活動支援事業では、委託事業所数の増加に伴い利用者数も

増加し、リハビリ専門職との連携が進んだ。 

 ・フレイル予防教室では、昨年度よりも開催数は増加し、周知活動を行った。 

 

方針２ 地域包括ケアシステムの深化と支え合い地域づくり 

 ①地域包括支援センターの機能強化 

  ・地域包括支援センター評価指標では、包括的継続的ケアマネジメントや地域ケア

会議など改善が見られた項目もあるが、事業間連携の項目の改善には至らなかっ

た。 

  ・地域包括支援センターのＰＲが課題であり、取り組み方法の検討が必要。 

 ②地域の支え合い活動の推進 

  ・新規地区への働きかけを行い、３地区で新規の取組が開始された。 

  ・モデル的に実施していた生活支援と一体型の移動支援について、事業内容を確立

できた。 

 ③多職種連携による複合的な課題に対する支援の充実 

  ・障害から介護サービスへの移行については、サービスの完全な移行は難しく、引

き続き障害相談支援事業所との連携が必要。 

  ・複合的な課題のある方の支援については、多機関による連携会議の開催により、

役割分担による支援につながった。 

 

方針３ 認知症の人とその家族を支える認知症支援体制づくり 

 ①認知症支援の地域づくり 

 ・ひとり歩き高齢者サポート事業として、５件協議し、地域での見守り体制の構築に

つながった。 

 ・成年後見制度活用のためのケース検討やニーズ調査を行い、現状の把握に努めた。 

 

 

 

 

 

資料№8 
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令和５年度地域包括支援センター重点委託方針について 

 

糸魚川市高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画の最終年度である令和５年度は、第９

期計画を策定する年であり、第８期計画を総括的に評価する年でもあった。それぞれの地域

包括支援センターの特色に合わせ、事業の実施や課題の整理を行った。 

 

１ 令和５年度重点委託方針 

(1) 地域ケア会議の充実 

〇地域ケア会議の実施と地域課題の分析 

結果：地域ケア会議等を活用し、地域課題の分析や抽出を行うことが出来た。 

【見えてきた課題】 

・ある地域の地域課題として、下肢筋力の低下による介護申請者が多いことが分かっ

た。 

・市営住宅が多くある地域では、認知症、障害などの複数課題を抱えたケースが増加し

ている。 

・移動困難地域における通院や買い物などの課題があり、地域と協議を行った。 

 

 

(2) 生活支援体制整備事業を用いた地域支援  

〇重点支援地区を設定し、第２層地域支え合い推進事業実施のための地域支援を行う。 

結果：それぞれの地域包括支援センターで地域のニーズにそった地域支援を実施し、地

域との連携を図ることが出来た。 

【連携した内容】 

・地域包括支援センターが実施した地域課題の分析を用いて、地域と協議の場を持ち、

地域支え合い推進事業の実施に向けた具体的な協議を行った。 

・認知症サポーター養成講座で実施したグループワークの意見を参考に地域活動の協議

を行った。 

 

 

(3) 認知症支援の地域づくり  

〇ひとり歩き高齢者サポート事業の地域周知と実施支援 

結果：地域ケア会議での周知だけでなく、地区活動を通しての事業周知も実施した。職

域の認知症サポーター養成講座を実施した際に、事業を知らない方がほとんどであ

り、より一層の周知が必要。 

【今後の予定】 

・ひとり歩き高齢者サポート事業の登録者の登録後のモニタリングの実施 

 

 

 



3 
 

２ 業務別事業実績について 

(1)介護予防ケアマネジメント（介護予防支援含む） 

   要支援認定者数は令和４年度から令和５年度にかけて減少が見られるが、介護予防ケ

アマネジメント数については、増加傾向である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)総合相談支援事業 

   相談件数の総数は前年度より 2,000 件増加。介護予防に関する相談が前年度と同様に

増加傾向。地域づくりとの連動による介護予防の推進が進んだものと分析している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予防支援 2,934 件 

+ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 4,035 件 

予防支援 3,171 件 

+ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 4,083 件 
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(3)権利擁護事業 

   権利擁護についての相談件数は、前年度より増加している。虐待の対応や成年後見制

度だけでなく、複合的な課題のあるケースの場合、権利擁護を活用した支援を必要とす

る案件が多く、対応に時間を要している。 

 

(4)包括的・継続的ケアマネジメント事業と多職種連携 

   地域包括支援センターでは、居宅介護支援事業所のケアマネジャーに対する支援とし

て、プランチェックや必要時の同行訪問などの対応をしており、ほとんどの項目で件数

が伸びているが、特に同行訪問は前年度の約２倍の増加となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)地域ケア会議 

   地域ケア会議は、支援が必要な高齢者等への適切な支援を行うための検討を多様な関係

者で行うとともに、このような個別ケースの検討によって共有された地域課題を地域づく

りや政策形成につなげていくもので、概ね前年度と同程度に開催できた。 

 

 

 

 

                     （単位：回） 

地域ケア会議等 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

居宅介護支援事業者及び居宅サービス事業者の指導・支援 ２ ４ ８ 

地域ケア推進会議  ０ １ １ 

地域ケア会議（個 別）  35 41 35 

地域ケア会議（その他） ０ ５ ５ 
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３ 事業評価について 

  地域包括支援センターの事業評価は、全国で統一した指標を用いて実施しており、この

結果も踏まえ、令和６年度の重点委託方針に反映させている。 

 

４ 地域包括支援センター収支決算書 

  次ページ以降に記載のとおり。 
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令和６年度 基幹型地域包括支援センター（地域包括ケア係） 

基本的活動方針と実施事業 

 

○基本的活動方針と実施事業 

 

 方針１／自立支援・介護予防・重度化防止の推進  

 ①地域包括支援センターの体制強化 

  ・地域包括支援ネットワーク構築のための関係機関との連携 

 ②介護予防の充実 

  ・口腔機能向上に向けた歯科医師会との連携強化 

  ・自立支援のための介護予防・日常生活支援総合事業の活用 

 

 方針２／地域包括ケアシステムの深化・推進   

 ①生活支援・介護予防サービスの基盤整備 

  ・地域支え合い推進事業の実施地区の拡大 

  ・高齢者の活躍の場創出に向けた活動の検討 

 ②在宅医療・介護連携を図るための体制の充実 

  ・アドバンス ケア プランニング（ＡＣＰ：人生会議）の普及啓発 

 ③地域で安心して暮らすための支援 

  ・移動支援補助金を活用した住民の足の確保 

 

 方針３／共生社会の実現のための認知症施策の展開   

 ①認知症の人と家族が参画する普及啓発活動 

  ・チームオレンジの立上げ支援 

②認知症の人の尊厳の保持と共生の地域づくり 

  ・ひとり歩き（徘徊）高齢者サポート事業の実施 

 

 方針４／尊厳を保つための権利擁護の推進   

 ①成年後見制度利用支援体制の拡充 

  ・成年後見制度の活用のための普及啓発 

  ・身寄りのない方の支援のためのガイドラインの作成 

②高齢者虐待防止への取組 

  ・高齢者虐待防止に向けた普及啓発 
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令和６年度地域包括支援センター重点委託方針 

 

 

１ 地域ケア会議の充実と地域課題の分析 

 個別支援だけでなく、地域課題の把握、インフォーマルサービス（公的なサービス以

外のもの）の開発に向けて、地域ケア会議を充実させる。地域ケア会議だけでなく、地

域包括支援センターが取り組んでいる総合相談業務や介護予防支援業務を活用して地

域課題を分析し、生活支援体制整備事業などへ展開していく。 

◎居宅介護支援事業所と連携した地域ケア会議の開催 

 地域課題の分析と地域へのフィードバック、課題解決に向けた検討 

 

 

２ 生活支援体制整備事業を用いた地域支援 

 地域内での自助・互助の機能を充実させ、高齢者の介護予防・生活支援・社会参加を

促す。 

◎重点支援地区を選定し、第２層地域支え合い推進事業実施のための支援を行う。 

 新規で実施する地区については、地域課題の共有など協議の場を設ける。 

 

 

３ 認知症支援の地域づくり 

 ひとり歩き高齢者サポート事業を通して、ひとり歩き（徘徊）があっても安心して暮

らせる地域づくりを行う。 

◎関係機関と連携した事業周知 

 

 

 

【地域包括支援センター 専門部会での取組み】 

保健師部会 オーラルフレイル支援のためのツールの作成 

主任ケアマネ部会 
介護支援専門員の実践力向上のためのアセスメント（身体状況の

評価）強化 

社会福祉士部会 
身寄りがない人の支援のためのガイドライン作成支援と権利擁

護制度の市民周知 
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令和６年度 地域包括支援センター活動計画 

地域包括支援センターよしだ 

 
 

 
 

 
 

現
状
と
課
題 

１ 地域ケア会議の充実と地域課題の分析 

  個別地域ケア会議は６件開催したが、地域課題把握やインフォーマルサービス開

発までは達成不十分。総合相談件数は増可、特に権利擁護相談が急増している。地

区活動では、参加者・代表者の高齢化や交通手段の問題など課題と感じているが、

それを集計・データ化し分析できておらず、生活支援体制整備事業などへ効率よく

発展させられていない。 

２ 生活支援体制整備事業を用いた地域支援 

  地域支え合い推進事業の取組みについて、市と連携し役割等決め行動する予定だ

ったが、不十分であった。寺町では能登沖地震を機に平時の見守り体制づくりにつ

いて話し合いを持ち、要援護高齢者等について次年度どう進めていくか、活動支援

を行った。令和６年度、寺町地区の部会であるウェルネスてらまちがフレイル予防

事業参入予定。日々の業務に流されず、確実に事業実施支援に取組むためには、重

点地区を絞り、市と連携しながら計画し成功例をつくり、他地区へ波及していくこ

とが必要と考えられる。 

３ 認知症支援の地域づくり 

  令和５年度は、『ひとり歩き高齢者サポート事業』の地域ケア会議の開催はなく、

どこシルの登録も無かった。居宅介護支援事業所からの相談発信が無い。 

目
標 

１ 居宅介護支援事業所に向け、地域ケア会議の目的と波及効果について発信する。

又、『軽度者を対象とした生活支援』にテーマを絞り、年１～２回地域ケア会議を開

催する。 

２ 重点地区を寺町地区とし、地域支え合い推進事業の強化に向けて市と連携し、役割

や年間行動計画を決め確実に実施する。 

３ ひとり歩きサポート事業地域ケア会議を、年２回以上開催する。認知症サポーター

講座の開催、地区活動での認知症知識普及を継続する。初期集中支援チームを活用す

る。 

具
体
策
【計
画
】 

1-１ 地域ケア会議の目的と効果の発信について、居宅介護支援事業所向けの研修等

を企画する（主任ケアマネ部会）       

1-2 要介護１程度までの軽度者を対象とした、生活支援が必要なケースについて事業

所に事例提供を依頼し、地域ケア会議を年１～２回開催する。   

2-1 寺町地区の平時見守り体制整備について、進捗確認、協力を行う。   

2-2 市、ウェルネスてらまちと連携し、介護予防事業の強化に取り組む。   

3-1 アンケート結果を参考に、徘徊の恐れのある高齢者を担当している居宅介護支援

事業所に事例提出を依頼し、ひとり歩き地域ケア会議を年２回開催する。 

3-2 認知症サポーター養成講座の開催、地区活動においての知識普及啓発を継続す

る。 

3-3 初期集中支援チームについて、地域住民や民生委員へ周知する。 
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令和６年度 地域包括支援センター活動計画 

糸魚川総合病院地域包括支援センター 

現
状
と
課
題 

・新規ケースはフットワークよく対応するよう心がけ、自立支援の視点でケアマネジメ

ントを展開している。しかし、予防支援の相談、担当数がかなり増加傾向であり、２人

体制では 、ますます厳しい状態は続いている。（2人合計の担当件数月 95件超え） 

・民児協は毎回出席し、民生委員さんと連携を図り、地域の課題を共有することに努め

ているが、個々の相談にとどまり、地域課題検討にまで発展できなかった。  

・地域支え合い推進員と連携し、地域づくり、サロンの開設に向けて連携している。 

・認知症支援として、ひとり歩き高齢者サポート事業の実施と地域での見守り強化に向

けて民生委員との情報共有や地域のサロンで周知活動を実施している。 

・地域ケア会議を開催後、その後のモニタリングを実施したが、地域課題の分析まで至

らなかった。        

・重点支援地区の大和川地区に向けては、認知症の理解を深めてもらう活動のみにとど

まってしまった。        

目
標 

１ 地域包括支援センター評価指標の包括的・継続的マネジメントの改善を意識して

いく。        

２ 居宅介護支援事業所と連携した地域ケア会議の開催を計画し、地域課題を一緒に 

 検討していく。        

３ 地域支え合い推進員と連携して、フレイル予防を地域に発信し、そこから地域課題

を検討していく。        

４ 認知症支援の地域体制づくりに向けて、認知症の理解を深めてもらうよう、普及 

 啓発活動を行う。 

具
体
策
【計
画
】 

１ 担当圏域の介護支援専門員のニーズを把握し、多職種との意見交換の場を設定す

る。        

２ 地域ケア会議で検討した個別事例について、同じような課題が地域にあるか協議

し課題解決に向けて検討していく。      

３ 小さな単位の老人クラブやサロン等にも、フレイル予防を地域に啓発し、特に包括

の知名度の低い浦本地区にも周知が広がるよう努めていく。    

４ 重点支援地区は上早川地区とし、高齢化率の高い状況でもお互いに支えあって生

活していけるよう地域の課題を一緒に検討していく。 

５ 基幹型包括支援センターと連携し、地域で虐待扱い、金銭管理ができない、身寄り 

 なし等権利擁護事業が必要な人の情報共有して、早期介入の糸口を探っていく。 
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令和６年度 地域包括支援センター活動計画 

地域包括支援センターみやまの里 

現
状
と
課
題 

１ 居宅介護支援事業所から包括への相談ケースが微増傾向にある中で、包括的継続 

 的ケアマネジメントが求められており、関係者同士で伴走型の支援が必要である。 

 地域ケア会議を定期的に開催して個別事例に対する支援を充実させる必要がある。                 

  ・主任ケアマネ部会を通じて研修会の振り返りと効果を検証した上で、介護支援専門

員の実践力向上に向けての意見交換を行っていく必要がある。 

２  山間部を中心に地域支え合い推進事業の立ち上げが進んでいる。すでに立ち上が

っている地域の活動を支援するとともに新たな地区への働きかけが必要。                                                         

３ ひとり歩き高齢者サポート事業やどこシル伝言板などの活用に向けた地域住民へ

の周知を行なうとともに実用的な運用の検証と介護サービス導入前の認知症高齢者

の行動援護につなげていく必要がある。 

目
標 

１－①重点支援地域における個別事例を選定し包括から居宅へ働きかけて地域ケア会

議を開催する。過去における居宅からの個別事例については地域ケア会議を定期開

催にしていく。 

  ②主任ケアマネ部会と通じて研修会の振り返りと効果を検証し、今年度の研修会

の企画運営に協力する。 

２－①行政・ＳＣと協働しながら既に地域支え合い推進事業が立ち上がっている地域

の活動を支援するとともに新たな地域で立ち上げにつながる働きかけを行う。 

３－①ひとり歩き高齢者サポート事業やどこシル伝言板などの活用に向けた地域住民

への周知を地区活動で行っていく。 

  ②活用事例を取上げて効果の検証、振返りを行っていく。 

具
体
策
【計
画
】 

1－① 

(1)重点支援地域における個別課題から地域課題へと発展させて介護サービスが行

き届くようにする。 

 (2)過去における個別事例から継続的に支援が必要なケースについて、地域ケア会議

を定期開催する。 

1－② 研修後の効果を検証した意見交換を行い、居宅・包括と合同研修会を行う。 

2－① 

 (1)根知、大野、小滝地区での地域支え合い推進事業の活動状況を確認しながら課題

整理や更なる展開のきっかけづくりができるようＳＣと協働する。 

(2)今井地区を重点支援地区とし、サロン送迎の課題を中心に地域と協議する。 

3－① 地区活動に参加し事業説明の場を設定する。 

  ② 地域包括ケア係と連携し、事業活用事例を選定し地域ケア会議を開催する。                                       
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令和６年度 地域包括支援センター活動計画 

能生地域包括支援センター 

現
状
と
課
題 

１ 地域ケア会議の充実 

  地域ケア会議を 5 回開催したが、認知症支援のための地域ケア会議がほとんどあ

った。地域課題抽出のための地域ケア会議の開催ができなかった。地域課題抽出して

いくために、地域や関係機関と連携を図り地域課題に着目した内容にしていく必要

がある。        

２ 生活支援体制整備事業を用いた地域支援 

  地域支え合い事業実施地区である磯部地区を重点支援地区と選定し地域診断を実

施することができたが、課題整理や検討の場が持てなかった。地域支援として重点支

援地区の後方支援を継続し、地域内の事業が円滑に進むよう見守りが必要である。 

３ 認知症支援の地域づくり 

  認知症支援として、ひとり歩き高齢者サポート事業のための地域ケア会議を地域

の関係機関と開催し見守り体制の構築ができた。地域住民や関係機関が認知症の理

解を深め、地域でできる見守り支援を考える場が必要である。   

  

目
標 

１ 地域住民や地域の関係機関と連携による地域ケア会議を計画し、地域課題を把握

し、分析を行う 

２ 地域支え合い事業実施地区に対して地域課題を共有することにより、自助・互助活

動の充実を図る 

３ 認知症があっても地域で生活できるために、地域での見守り支援体制を構築する

        

具
体
策
【計
画
】 

１-① 居宅介護支援事業所と連携した地域ケア会議を開催し、地域課題の分析及び把 

   握を行う。 

１-② 地域診断から見えてきた磯部地区の課題を地域住民が参加する地域ケア会議

実施することにより地域にフィードバックし、地域課題解決に向けた検討を地域

住民や関係機関と行う。 

２-① 高齢者の「介護予防」「生活支援」「社会参加」を地域住民や関係機関に積極的

に促し、そこから見えてきた課題を地域と共有し協議の場をつくる。 

２-② 引き続き、磯部地区を重点支援地区と選定し関係機関と連携強化を図り、自助・

互助の機能を充実させるための地域支援を行う。 

３-① 地域住民や関係機関と連携強化を図り、認知症高齢者のための事業が適切に活

活用でき、認知症があっても住み慣れた地域で暮らせる地域づくりを行う。 

３-② ひとり歩き高齢者サポート事業が円滑に機能するために、地域住民や関係機関

へ認知症の理解と見守り事業で地域ができる役割について周知を行う。 
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令和６年度 地域包括支援センター活動計画 

地域包括支援センターおうみ 

現
状
と
課
題 

・各地域でも少しずつ行事等が復活しはじめ、以前のような住民同士の顔合わせの機会

が増えてきている。 

・毎年恒例の青海地区社協主催の高齢者等支援地域連絡会議に参加することで、地域の

関係機関と情報交換が行え、地域課題の共有や個別支援に結び付くケースもある。引

き続き、開催未実施地区への働きかけを行っている。 

・高齢者の課題だけでなく、家族形態や社会情勢の変化もあり、従来の高齢者支援だけ

では解決できない、複雑化した課題が多くなっている。関係機関と情報を密にしなが

ら支援を進めている。 

・一人暮らしや高齢者世帯の増加、家族の希薄化、生活困窮など、権利擁護に関する相

談が多くなってきている。制度を活用した支援を基本とし、市や関係者と協力しなが

ら連携を図っている。 

・民生委員、自治会、ケアマネジャーからの相談が増え、地域で見守る力が強化されて

いる。地域に根差した地域包括支援センターとなるよう事業を推進している。 

・「閉じこもり」「フレイル予防」「オーラルフレイル」など今後の中心的な取組の一つ

なっている。引き続き基幹型包括支援センターとの連携をさらに深める必要がある。 

目
標 

１ 地域ケア会議の実施による様々な資源の把握と包括業務を通じた地域課題の分析 

２ 地域課題を共有するための地域との協議を進め、自助・互助活動の充実を図る 

３ 認知症支援に関連する事業の周知活動を進め、認知症になっても安心して暮らせ

る地域づくりを行う        

具
体
策
【計
画
】 

１－（１）青海地域の個別支援だけでなく、地域課題を把握する中で、インフォーマル

なサービスがないか地域ケア会議を開催し検討する。 

１－（２）総合相談や介護予防支援業務を活用して地域課題を分析し、生活支援体制整

備事業に展開できるものがないか検討する。 

１－（３）居宅介護支援事業所と連携した地域ケア会議を開催し、介護支援専門員に対

し介護予防の視点を持ったケアマネジメントが行えるよう指導・助言を行う。 

２－（１）青海地域内で自助・互助といった機能を充実させることで、高齢者の介護予

防や生活支援といった意識付けを行い、多くの住民に社会参加を促す。 

２－（２）昨年度に引き続き、歌・外波地区を重点地区に選定し、地域課題をさらに協

議する場を設け、課題を具体化する。県立看護大学生とともに地域課題について共有す

る。 

３－（１）ひとり歩き高齢者サポート事業を通じ、ひとり歩きがあっても安心して暮ら

せる地域づくりを行う。 

３－（２）各地域での認知症サポーター養成講座の開催 

３－（３）認知症ケアパスを用い講座や集会等で説明し認知症の理解を深める。 

３－（４）市の認知症施策を幅広い年齢層に周知する。                                    
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地域包括
支援センター

よしだ

糸魚川総合病院
地域包括

支援センター

地域包括
支援センター
みやまの里

能生地域
包括支援
センター

地域包括
支援センター

おうみ

介護センターにじ ○ ○ ○ ○ ○

居宅介護支援事業所
みやまの里

○ ○

よしだ居宅介護
支援事業所

○ ○

居宅介護支援事業所
クレイドルやけやま

○ ○ ○

居宅介護支援事業所
おうみ

○

居宅介護支援事業所
じょんのび

○

在宅介護
支援センター
ささら苑

○

居宅介護支援事業所
あかり

○ ○ ○ ○

居宅介護支援事業所
ひより

〇 〇 ○

ライフケアおれんじ ○ 〇

名立居宅介護支援
事業所

○

業
務
を
受
託
し
て
い
る
事
業
所

事業所の名称

業務を委託している地域包括支援センター

作成基準日:令和6年6月1日現在

　　　　　　指定介護予防支援業務 地域包括支援センター別委託事業所一覧表
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地域包括支援センターの担当区域の一部見直しについて 

 

 

１ 見直し内容 

（１） 地域包括支援センターよしだ 

改正後（3,330人） 改正前（4,123人） 

担当区域 

・押上 ・寺町 ・京ヶ峰 

・蓮台寺 ・中央 ・大町 ・緑町 

・本町 ・横町 ・寺島  

担当区域 

・西海 ・押上 ・寺町 ・京ヶ峰 

・蓮台寺 ・中央 ・大町 ・緑町 

・本町 ・横町 ・寺島 ・清崎 

 

（２） 地域包括支援センターみやまの里 

改正後（3,404人） 改正前（2,611人） 

担当区域 

・大野 ・根知 ・小滝 ・今井 

・一の宮 ・新鉄 ・上刈  

・西海 ・清崎 

担当区域 

・大野 ・根知 ・小滝 ・今井 

・一の宮 ・新鉄 ・上刈  

 

 

 

２ 見直し理由 

・地域包括支援センターの担当区域高齢者数の偏りを減らすため。 

・地域包括支援センターみやまの里が、令和６年７月１日より社会福祉士を配置し、 

３職種体制となったため。 

 

 

３ 担当区域変更開始日 

令和６年９月１日からとする。（地域、関係者への周知期間を設けるため） 

 

 

４ 区域の見直しにかかる業務の引継ぎ 

（１）介護予防支援業務について 

  ・見直し地域の利用者で、地域包括支援センターよしだが現在担当しているケース

については、引き続き担当する。 

  ・居宅介護支援事業所に委託で支援を実施しているケースについては、地域包括支

援センターみやまの里が受託包括として担当する。 

（２）その他業務について 

  ・原則、地区活動など地域包括支援センターみやまの里の実施とするが、必要に応

じて地域包括支援センターよしだと協議・連携して各種業務に取組む。 
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糸魚川市地域包括支援センターの職員等に関する基準を定める条例 

 改正概要（報告） 

 

【主な改正内容】 

１ 常勤換算方法による配置基準 

改正後 改正前 

ア 保健師  

イ 社会福祉士 

ウ 主任介護支援専門員 

※短時間等の複数名により配置が可能 

（常勤換算方法による） 

ア 保健師  

イ 社会福祉士 

ウ 主任介護支援専門員 

※それぞれ常勤１人を配置 

 

２ 専門職の配置基準の緩和 

改正後 改正前 

複数のセンター全体で必要な職員を配置 一つのセンターで必要な職員を配置 

※1、２ともに地域包括支援センター運営協議会での協議を経る。 

 

 

 

 

                             保健師 

                               

                             社会福祉士 

                           

                             主任介護支援専門員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３圏域全体で 
３職種を配置 
(合計 18,000 人の場

合は３職種９人) 

【改正前】 

１圏域（高齢者 3,000 人以上

6,000人未満）ごとに３職種・

３人の配置が必要 

【配置が必要な専門職】 

A圏域 

C圏域 
B圏域 

Ｂ圏域の主任介護支援専門員をＡ圏域が補うことで、３圏域全体と

して３職種・３人（合計９人）の配置が可能 

【改正前】 

【改正後】 

【改正後】 

複数の圏域における常勤換算

で３職種・３人（高齢者 9,000

人以上 18,000 人未満の場合

は９人）の配置が必要 
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【参考 糸魚川市の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※高齢者数は、令和６年４月１日現在 

※高齢者の数がおおむね 3,000 人未満の地域に地域包括支援センターを設置する場合

は、保健師その他これに準ずる者と社会福祉士その他これに準ずる者又は主任介護支

援専門員その他これに準ずる者の２人とすることができる。 

 

 

 

 

 

保健師 

 

社会福祉士 

 

主任介護支援専門員 



地域密着型サービスの開設状況 

 

－地域密着型サービスとは？－ 

  高齢者が中重度の要介護状態になっても、可能な限り住み慣れた自宅または地域で生活

を継続できるようにするため、身近な市町村で提供されるのが地域密着サービスです。 

  原則として市町村の住民のみが利用できるサービスで、市町村が指定・指導監督の権限

をもち、平成１８年４月に創設されました。 

  市内には、以下のサービスがあります。 

                             ※表中（ ）の数字は定員 

地域密着型通所介護 
デイサービスセンター（定員 18 人以下）に通い、入

浴・食事などの介護や機能訓練を受けます。 

デイサービスセンターえがお(15)、デイサービスひのき(16)、らっくねす(10) 

           【事業所数：３、定員：41名】 

地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護 

29 人以下の小規模な特別養護老人ホームで、入所し

ている方が介護や機能訓練の世話を受けます。 

じょんのび掌(29)、じょんのび慈(29)        【事業所数：２、定員：58名】 

認知症対応型共同生活介護 

（認知症グループホーム） 

認知症の高齢者が少人数（1ユニット 9人以下）で共

同生活をしながら、家庭的な雰囲気の中で介護や機能訓

練を受けます。 

グループホームよしだ(9)        グループホームじょんのび３(18) 

グループホームゆうなぎ(9)      グループホームてらまち(27) 

グループホームうみかわ(18)      グループホームおしあげ(18) 

けあビジョンホーム糸魚川（18）    グループホームエフビー糸魚川(18) 

【事業所数：8、定員：135名】 

※利用定員 18 人以下の通所介護事業所については、平成 28 年４月１日から「地域密着

型通所介護」（地域密着型サービス）に分類されます。 

 

（参考）第８期（令和３～５年度）に整備した地域密着型サービス 

認知症対応型共同生活介護 グループホームエフビー糸魚川(18) 

 

（参考）第８期（令和３～５年度）休廃止した地域密着型サービス 

地 域 密 着 型 通 所 介 護 デイサービスセンターひまわり（10） 

認知症対応型通所介護 デイサービスセンターおうみ（12） 

小規模多機能型居宅介護 ファミリアてらまち（25） 

認知症対応型共同生活介護 
グループホームじょんのび（9）・じょんのび２（9） 

グループホームひまわり（9） 

 

（参考）第９期（令和６～８年度）に整備を計画する地域密着型サービス 

認知症対応型共同生活介護 定員９～１８人 
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会議の開催予定 

 

①介護保険運営協議会、②地域包括支援センター運営協議会、③地域密着型サービス運営委員会 

年度 時期 内容 

令和６年度 

７月 第１回（本日） 

２月 13日 

（木）予定 

第２回 

①介護保険の運営状況 ほか  

②地域包括支援センター重点委託方針 ほか 

③地域密着型サービス事業所の開設状況 ほか 

令和７年度 

７月頃 

第１回 

①介護保険の運営状況 ほか  

②地域包括支援センターの事業報告・事業計画 ほか 

③地域密着型サービス事業所の公募 ほか 

２月頃 

第２回 

①第 10期計画策定のためのアンケート調査 ほか  

②地域包括支援センター重点委託方針  ほか 

③地域密着型サービス事業所の公募 ほか 

令和８年度 

７月頃 

第１回 

①介護保険の運営状況 ほか  

②地域包括支援センターの事業報告・事業計画 ほか 

③地域密着型サービス事業所の開設準備状況 ほか 

９月頃 
第２回 

①第 10期計画策定のためのアンケート調査結果 ほか  

10月頃 

第３回 

①介護保険制度の見直し概要、第９期介護保険事業計

画の策定 ほか 

12月頃 
第４回 

①第 10期介護保険事業計画（案）、介護保険料 ほか 

２月頃 

第５回 

①第 10期介護保険事業計画（案）、介護保険料 ほか 

②地域包括支援センター重点委託方針  ほか 

③地域密着型サービス事業所の開設 ほか 

 

※開催時期及び内容は、現時点での予定であり変更になる場合があります。 

※上記以外でも、案件の発生等により会議を開催する場合があります。 
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